
議事（１） 協議会設立趣旨について

議事（２） 協議会設置要綱案について

議事（３） 専門部会「やまなしＫＡＩＴＥＫＩ住宅検討部会」の設置について

議事（４） 情報提供

その他

第１回山梨県建築関係施策推進協議会 次第
令和6年3月13日（水） 14:00～
防災新館409会議室（＆ＷＥＢ）

挨拶

議事

開会

閉会



議事（１） 協議会設立趣旨について



山梨県建築関係施策推進協議会の設置 建築住宅課

設立趣旨

背景❶
令和４年改正建築基準法が３年以内に次々と施行予定であり、中でも審査省略制度の対象見直しなど建築業界に影響が大きい変革が予定されているた

め、県内経済の停滞を招くことのないよう、官民が連携してこれに対応する必要がある。

背景❷
2050年カーボンニュートラルの実現に向け、2025年の省エネ基準適合義務化や2030年までのZEH水準義務化などが予定される中、脱炭素・省エネ分野

における建築業界への社会的要請は大きく、官民が連携してこれに対応する必要がある。

背景➌
人口減少や社会経済情勢等を背景に、新設住宅着工戸数の減少や資材の高騰、大工職人等の労働者不足、後継者不足など建築業界を取り巻く課題は多

岐にわたり、こうした課題への対応には官民が連携していく必要がある。

建築業界が直面する各種課題に対応するため、官民連携のプラットフォームを組成

組織構成

山梨県建築関係施策推進協議会 ～官民連携プラットフォーム～

【構成員：「関係機関等」】
• 県（会長：建築住宅課長、事務局：建築住宅課）
• 市町村
• 指定確認検査機関等
• 建築関係団体（建築士会、事務所協会）
• 工務店等グループ（地域型住宅グリーン化事業採択G等）
• 住宅金融支援機構、地元金融機関（６機関）
※その他関係機関等の追加を適宜行う

部会 やまなしKAITEKI住宅検討部会

【R6年度以降の取組内容（予定）】
●やまなしKAITEKI住宅設計施工指針（ガイドライン）の策定・公表
●技術力向上のための施策検討（長期優良住宅、BELSなど含む）
●認定制度・事業者登録制度の検討

技術
支援

差別化
視点：性能の有無

情報
共有

 会議はハイブリット形式とすることで、各構成員の会員等も多数名で参加可能
 メール等により、国・県・市町村の最新施策情報や各構成員の活動情報等を随時共有

★協議会の目的に賛同する者であれば、構成員にかかわらず誰でも参加可能なものとして運営。

R6～取組開始予定



山梨県建築関係施策推進協議会の運営イメージ 建築住宅課

会議 部会会場
＋

WEB

★協議会の目的に賛同する者であれば、構成員にかかわらず誰でも参加可能。

・・・年１～２回程度の開催

【会場】
・各関係機関等で１～２名程度
・会場参加なしでもＯＫ！

【WEB（Teams）】
・各関係機関等の会員等が参加
・人数無制限！

会議はハイブリットで！！

★部会員以外にも、検討テーマに応じたオブザーバーが随時参加。

【会場】
・各関係機関等で最大２名程度が部会員として参加
・各関係機関等からの部会員参加は任意

会議は対面

・・・年５回程度の開催

情報提供 ・・・適宜

【事務局】
県建築住宅課

情報提供はメーリングリストで！！

工務店等グループ

建築関係団体
指定確認検査機関等
金融機関

国
県
市町村

構成員に
情報提供したい

各種情報

メーリングリスト
配信

事務局あて
メール

情報共有

情報共有

【構成員：関係機関等の事務局】
【関係機関等の会員等】

【関係機関等の会員等】



議事（１） 協議会設立趣旨について （参考：設立背景）
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ポイント
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木造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の見直し
 現行の「軽い屋根」「重い屋根」の区分（令43条1項の表）に応じて定められた係数に替わり、係数を算出する算定式が登場。

★床面積あたりの必要壁量：Lw＝（Ai・CO・Σwi）／（0.0196・Afi） ※表計算ツールがすでに整備されている。
★必要な柱の小径：de=l/75.05+√｛（l/75.05）2＋Wd・Ae/1.3（1.1Fc/3）｝ ※表計算ツールがすでに整備されている。

 その他準耐力壁等の考慮、壁倍率上限の撤廃など・・・

R7.4施行

壁量の確保（壁量基準）

壁配置バランス（四分割法）

柱頭・柱脚（N値計算法or告示）

柱の小径等

その他の仕様

Step1

Step2

Step3

Step4

Step5

R7.4以降もいわゆる仕様規定（壁量計算等）で構造の安全性を検討することが可能
ポイント

これまでも県に確認申請を提出する場合は、軸組計算書等
（令46条4項及びH12建告1352ほか関係告示に適合すること
がわかる図書）の提出が必要。

（１）基礎の仕様
（２）屋根ふき材等の緊結
（３）土台と基礎の緊結
（４）横架材の欠込み

（５）筋かいの仕様
（６）火打材等の設置
（７）部材の品質と耐久性の確認
（８）指定建築材料のJIS・JAS等への適合

基準
改正

基準
改正

基準が改正される部分は、表計算ツールが用意されている

＜参考＞
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全国
順位 都道府県

二重以上のサッシ
又は

複層ガラスの窓
設置率
(％)

1 北海道 83.87%
2 青森県 75.21%
3 秋田県 74.64%
4 岩手県 67.41%
5 長野県 67.20%
6 山形県 59.64%
7 新潟県 59.53%

・・・
16 山梨県 41.33%

（全国平均） 40.77%
17 岐阜県 40.13%

・・・
46 高知県 21.51%
47 沖縄県 9.70%

持ち家・一戸建て住宅における二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓設置状況

H30住宅・土地統計調査による
 山梨県の持ち家・一戸建ての二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓の設置率は、41.33％で全国平均を僅かに上回っている。
・すべての窓に設置：49,400戸 一部の窓に設置：44,000戸

 地域区分３以下を有する都道府県は、山梨県を含めて１５道県。

山梨県の持ち家・一戸建て住宅における
二重以上のサッシ

又は
複層ガラスの窓

設置状況
2018年

居住世帯あり
持ち家・一戸建て

住宅総数
226,000戸

■すべての窓に設置 49,400戸（21.86％）

■なし 132,600戸

■一部の窓に設置 44,000戸（19.47％）

合計 93,400戸（41.33％）

夏

外気温33.4℃

開口部73％

室温27℃

床
３
％

換気６％

外壁７％

冬

外気温-2.6℃

開口部58％

室温18℃

床
７
％

換気15％

外壁15％

※（一社）日本建材・住宅設備産業協会 省エネルギー建材普及促進センター「省エネ建材で、快適な家、健康的な家」より
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二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓設置状況 （参考）

居住世帯
あり
(戸)

二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓
すべての窓に

あり
(戸)

一部の窓に
あり
(戸)

なし
(戸)

設置率
(％)

全国 19,064,700 1,657,200 1,297,600 16,109,900 15.50%
山梨県 88,200 5,100 5,700 77,400 12.24%

H30住宅・土地統計調査による
 山梨県の借家（一戸建、長屋建、共同住宅、その他の建て方の総数）のペアガラス等の設置率は、全国平均を下回る 12.24％。
 山梨県の持ち家（一戸建、長屋建、共同住宅、その他の建て方の総数）のペアガラス等の設置率は、

1995年以前に建設されたもので極端に低い状況。

■山梨県の借家（一戸建、長屋建、共同住宅、その他の建て方の総数）における二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓の設置状況【2018年】

～1970 1971～1980 1981～1990 1991～1995 1996～2000 2001～2005 2006～2010 2011～2015

－ 10年間 10年間 5年間 5年間 5年間 5年間 5年間

全
国

居住世帯あり(戸) 3,595,900 5,319,500 5,730,400 3,129,400 3,543,500 3,161,600 2,985,900 2,840,600 

二重以上のサッシ
又は

複層ガラスの窓

すべての窓にあり(戸) 154,900 375,500 464,800 354,300 676,000 977,500 1,151,000 1,279,100 

一部の窓にあり(戸) 585,600 939,200 1,034,600 553,500 700,100 712,900 669,000 648,500 

なし(戸) 2,855,300 4,004,800 4,231,000 2,221,600 2,167,400 1,471,300 1,165,900 913,000 
設置率(％) 20.59% 24.71% 26.17% 29.01% 38.83% 53.47% 60.95% 67.86%

山
梨
県

居住世帯あり(戸) 34,300 33,800 42,800 24,800 25,600 19,700 20,400 18,000 

二重以上のサッシ
又は

複層ガラスの窓

すべての窓にあり(戸) 1,200 1,300 2,400 1,900 7,600 9,400 10,800 9,800 

一部の窓にあり(戸) 5,200 6,000 8,300 5,300 5,700 4,800 4,300 3,400 

なし(戸) 27,900 26,400 32,100 17,500 12,300 5,500 5,300 4,800 
設置率(％) 18.66% 21.60% 25.00% 29.03% 51.95% 72.08% 74.02% 73.33%

■山梨県の持ち家（一戸建、長屋建、共同住宅、その他の建て方の総数）における二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓の設置状況【2018年】

2030年までの12年間に・・・
 借家への導入

未導入ストック77,400戸
※先進的窓リノベ2024事業では、借家も補助対象

 既存の持ち家住宅への導入
2015年以前に建築された未導入ストック131,800戸
※特に1995年以前で設置率が低い

設立背景
❷



持ち家・一戸建て住宅における太陽光発電設備設置状況

全国
順位 都道府県

太陽光発電
設置率
(％)

日照時間
(年間)※
全国順位

1 佐賀県 13.82% 18
2 熊本県 12.25% 17
3 宮崎県 12.10% 16
4 長野県 11.70% 23
5 大分県 11.52% 28
6 山梨県 10.88% 1
7 静岡県 10.81% 2

・・・
10 群馬県 9.95% 5

・・・
22 茨城県 8.52% 3

・・・
（全国平均） 7.44%

・・・
32 埼玉県 6.73% 4

・・・
46 北海道 2.36% 25
47 秋田県 2.27% 45

H30住宅・土地統計調査による
 山梨県の持ち家・一戸建ての太陽光発電設備の設置戸数は24,600戸で、全体 226,000戸に対し設置率は 10.88％となっている。
 全国平均 7.44％より高い設置率だが、年間の日照時間を踏まえると地域性を十分生かし切れているとは言えない状況。

※「統計でみる都道府県のすがた2023」（総務省統計局）より

山梨県の持ち家・一戸建て住宅における
太陽光発電設置状況

2018年

居住世帯あり
持ち家・一戸建て

住宅総数
226,000戸

■太陽光発電あり 24,600戸（10.88％）

■太陽光発電なし 201,400戸

146
414

555

814
488

493

26

35

0
200
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1600
1800
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2020年度
【実績】

2030年度
【目標】

太陽光（10kW未満） 太陽光（10kW以上） 中小水力 バイオマス

※「山梨県地球温暖化対策実行計画～やまなし発GXの推進～2023.3」より

山梨県の再生可能エネルギーの導入量（MW）

2.8倍UP

2030年までの10年間に・・・
268MW＝（5kW×）53,600戸に設置する目標

※直近10年間（2013～2022）の新設住宅（持家）着工戸数は約30,000戸

設立背景
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太陽光発電設備設置状況 （参考）

H30住宅・土地統計調査による
 山梨県の借家（一戸建、長屋建、共同住宅、その他の建て方の総数）における太陽光発電設備の設置率は、わずか 1.36％。
 山梨県の持ち家（一戸建、長屋建、共同住宅、その他の建て方の総数）における太陽光発電設備の設置率は、
直近の５年間（2011～2015）に建築されたもので 34.44％。

居住世帯
あり
(戸)

太陽光発電
あり
(戸)

太陽光発電
なし
(戸)

太陽光発電
設置率
(％)

全国 19,064,700 130,100 18,934,600 0.68%
山梨県 88,200 1,200 87,000 1.36%

上段：建築時期
下段：期 間

～1970 1971～1980 1981～1990 1991～1995 1996～2000 2001～2005 2006～2010 2011～2015

－ 10年間 10年間 5年間 5年間 5年間 5年間 5年間

全
国

居住世帯あり(戸) 3,595,900 5,319,500 5,730,400 3,129,400 3,543,500 3,161,600 2,985,900 2,840,600 

太陽光発電あり(戸) 75,700 103,100 161,100 135,100 201,300 231,200 321,200 587,900 

太陽光発電なし(戸) 3,520,200 5,216,400 5,569,200 2,994,400 3,342,300 2,930,400 2,664,700 2,252,600 

太陽光発電設置率(％) 2.11% 1.94% 2.81% 4.32% 5.68% 7.31% 10.76% 20.70%

山
梨
県

居住世帯あり(戸) 34,300 33,800 42,800 24,800 25,600 19,700 20,400 18,000 

太陽光発電あり(戸) 900 1,100 2,000 1,800 2,800 3,000 4,100 6,200 

太陽光発電なし(戸) 33,500 32,700 40,800 23,000 22,800 16,700 16,300 11,800 

太陽光発電設置率(％) 2.62% 3.25% 4.67% 7.26% 10.94% 15.23% 20.10% 34.44%

■山梨県の借家（一戸建、長屋建、共同住宅、その他の建て方の総数）における太陽光発電設置状況【2018年】

■山梨県の持ち家（一戸建、長屋建、共同住宅、その他の建て方の総数）における太陽光発電設置状況【2018年】

2030年までの12年間に・・・
 借家への導入

未導入ストック87,000戸
※ただし、集合住宅では10kW以上がメイン

 既存の持ち家住宅への導入
2015年以前に建築された未導入ストック197,600戸

設立背景
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新設住宅着工戸数の推移
 県内の新築の持家住宅の着工戸数は、1996（H8）年度の6,372戸をピークに減少傾向。
直近の2022（R4）年度には、2,832戸まで減少。※ピーク時の約4割

 県内の新築の持家住宅の戸あたり平均床面積についても、年々減少している。
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建設物価 建築費指数/建設資材物価指数 ≪2015年基準≫

 木造住宅の建築費（工事原価）は、 2021年のウッドショックなどの影響を受け、ここ数年で急騰している。
直近の2023.12（暫定値）では、2015年比で1.34倍まで価格上昇。

 建設資材についても同様に、2021年から2022年にかけて製材、合板で急激な価格上昇。
その他の建設資材を含め、全体的に価格上昇が続いている。

出展：一般財団法人建設物価調査会

建設物価 建築費指数 ≪2015基準≫

標準指数（東京）【住宅W・工事原価】
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134.1 2015年平均を100とした指数

 工事原価：一般管理費等、消費税等相当額が除かれたもの

平均 平均 平均 平均 平均 平均
2018 2019 2020 2021 2022 2023

製材 99.0 99.0 97.8 137.1 175.6 131.9

合板 108.1 108.0 106.8 139.3 214.0 165.2

塗料 99.6 99.6 99.6 99.6 119.1 129.0

ガラス・ガラス製品 100.0 101.8 104.9 107.1 113.5 138.1

生コンクリート 103.0 107.2 108.4 111.4 120.4 143.2

建築用金属製品 100.3 101.7 101.9 102.2 109.9 122.2
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出展：一般財団法人建設物価調査会

建設物価 建設資材物価指数 ≪2015基準≫

建築部門中分類指数（東京）

設立背景
❸



住宅取得に係る負担 ≪フラット35利用者調査≫

 住宅価格は年々上昇傾向。
山梨県の住宅所要資金（建設費＋土地取得費）は、全国平均より▲16％程度。

 年収倍率も年々上昇傾向。
住宅取得に係る負担は拡大している。

 併せて、住宅面積は縮小傾向であることに留意。※「新設住宅着工戸数の推移」スライド参照

出展：独立行政法人住宅金融支援機構

住宅所要資金の平均
土地付注文住宅【建設費＋土地取得費】

出展：独立行政法人住宅金融支援機構
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職業別就業者数 ≪建設・土木作業従業者≫

 建設・土木作業従業者は年々減少。
・総数 ： 20年間で約39％の減少
・土木従業者： 20年間で約47％の減少
・大工 ： 20年間で約61％の減少

設立背景
❸

出展：国勢調査（抽出詳細集計）

山梨県の職業別就業者数（15歳以上） 【建設・採掘従業者－建設・土木作業従業者】
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職業別就業者数 ≪従業上の地位 ５歳階級年齢構成≫

 2020年調査では、
・大工の約56％が雇人のない業主（一人親方）
・土木従事者に比べて、大工の年齢構成は高齢者が多い

設立背景
❸

出展：国勢調査（抽出詳細集計）

山梨県の従業上の地位・５歳階級別就業者数（15歳以上） 【建設・採掘従業者－建設・土木作業従業者】
2020年
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議事（２） 協議会設置要綱案について



 合議体の性質は持たない
 今後、必要に応じて順次関係機関等の追加を行う



議事（３） 専門部会「やまなしＫＡＩＴＥＫＩ住宅検討部会」の設置について



年度
R4 R5 R6 R7 R8～ R12

国

県

やまなしKAITEKI住宅検討部会
～ 甲斐的・快適 ～

建築住宅課

建築物省エネ法 ●改正法公布（Ｒ４.６） ●義務化施行（Ｒ７.４） ○ ZEH水準義務化
（予定）

2025 2030

◆山梨県建築関係施策推進協議会

◆R5省エネ住宅WG
・省エネ住宅施策のあり方検討

Road Map

省エネ性能長期優良性能

住まい手対応性能 付加性能

断熱性能等級、一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費性能等級
気密性能、防露性能、遮熱・通風性能、
暖冷房・換気方式などで検討

県産木材使用量
創エネ、蓄エネ、ＨＥＭＳなど

劣化対策等級、維持管理対策等級
耐震等級、居住環境への配慮、
住戸面積基準、履歴保管義務

バリアフリー性能
子育て環境性能

※国の長期優良住宅認定基準同等：税制優遇あり

※ ：県独自基準

※ ：県上乗せ基準、 ：県独自基準

※ ：県独自基準

断熱性能等級
７等級
６等級

５等級
４等級

・・・2030義務化予定

・・・2025義務化

県独自
基準化

for example…

YAMANASHI
KAITEKI
HOUSE

（仮）

案

７～１月（計５回）

◇やまなしKAITEKI住宅検討部会 （当面は５回程度／年）

（１～２回程度／年）●３月設立

R5WGでの主な意見
・県として目指すべき性能基準を示すべき
・高い省エネ性能に取り組む事業者の差別化が必要
・県の発信力に期待（ブランド化・プロモーション）
・普及には補助金などのインセンティブが必要

新築基準
（一戸建て）

不動産評価改修基準
（一戸建て）

新築基準
（集合住宅）

 基準検討

 差別化制度検討

 普及促進策検討

・住宅認定制度
・事業者登録制度

・事業者育成 ・技術支援
・インセンティブ

報告



R5：やまがた省エネ健康住宅補助金、やまがた省エネ健康住宅・再エネ設備パッケージ補助金

環境省「自治体における住宅省エネ施策の取組事例集」



事業者の登録制度あり

環境省「自治体における住宅省エネ施策の取組事例集」
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